
 

― 20 ― 

6.0

9.6

10.8

13.7

7.2

22.8

19.7

10.0

0% 5% 10% 15% 20% 25%

13歳～19歳

20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～69歳

70歳～79歳

80歳以上

n=249

第４章 情報化に関するアンケート・ヒアリング調査 

 

１ 市民アンケート 

   本計画の策定に当たり，市民のインターネットや情報機器の利用状況，市の行政サービスの

利用状況等について把握するため，市民アンケートを実施しました。 

 

（１）調査方法 

１３歳以上の市民８００人（無作為抽出） 

 

（２）調査期間 

平成３０年１０月１０日（水） ～ 平成３０年１０月２４日（水） 

 

（３）回答状況 

有効回答数２４９通 回答率３１．１％ 

 

（４）回答者の傾向 

回答者の年代では，６０歳代の回答が最も多く（２２．８％），次いで７０歳代（１９．

７％）となっており，実際の市の年代構成比（６０歳代（１５．８％），７０歳代（１０．

４％））より，６０歳代，７０歳代の方の回答割合が高くなっています。 

 

「市民アンケート回答者の年齢構成」 
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インターネットを

利用している

62.2%

インターネットを

利用していない

33.3%

無回答

4.4%

n=249

（５）アンケート結果 

 インターネットの利用 

日常的にインターネットを利用している方の割合は６２．２％でした。 

「平成２９年通信利用動向調査」（総務省調）では，全国のインターネットの利用率は

８０．９％であり，２割近く低くなっています（茨城県では，７４．８％）。 

ただし，市民全体のインターネット利用が遅れているのではなく，今回の市民アンケ

ート回答者の割合をみると，６０歳以上で国の調査との差が開いていることが分かりま

す。 

 

「インターネット利用状況」（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「インターネット利用状況」（年代別での国の調査との比較） 

年齢 13～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40 ～ 49

歳 

50 ～ 59

歳 

60 ～ 69

歳 

70 ～ 79

歳 

80 歳以上 

国の調査 97.9% 98.5% 97.4% 96.6% 91.4% 73.1% 48.9% 22.3% 

市の調査 100.0% 100.0% 100.0% 91.2% 88.9% 55.6% 18.4% 12.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国の調査との差が大きい。 
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60.6

81.3

23.9

7.1

5.8

7.1

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

パソコン

スマートフォン

タブレット端末

携帯電話・PHS

インターネット対応型ゲーム機

インターネット対応型テレビ

その他

n=155

 インターネットへの接続機器 

市民のインターネット接続機器は，スマートフォンが最も多くなっています。 

（８１．３％） 

国の調査でも，スマートフォンが５９．７％（１位）と最も多く，次いでパソコンが 

５２．５％（２位），タブレット端末が２０．９％（３位）となっており，スマートフォ

ンとパソコンとの差はあまり開いていません。 

 一方，市の状況をみると，インターネットを通じた情報提供には，スマートフォンが

有効であると思われますが，６０歳以上では，スマートフォンの利用割合が減るため，

配慮が必要です。ただし，６０歳以上でもパソコンの利用状況は，比較的高い傾向が見

られます 

 

「インターネット接続機器」（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「インターネット接続機器」（年代別）

1 2 3 4 5 6 7

回
答
数

パソコン スマートフォン タブレット端末
携帯電話・

PHS
インターネット
対応型ゲーム機

インターネット
対応型テレビ

その他

全体 155 60.6(%) 81.3(%) 23.9(%) 7.1(%) 5.8(%) 7.1(%) 0.0

13歳～19歳 15 26.7 93.3 13.3 0.0 13.3 6.7 0.0

20歳～29歳 24 62.5 100.0 33.3 0.0 16.7 8.3 0.0

30歳～39歳 27 59.3 88.9 29.6 11.1 3.7 11.1 0.0

40歳～49歳 31 58.1 93.5 22.6 6.5 3.2 6.5 0.0

50歳～59歳 16 62.5 75.0 25.0 12.5 0.0 12.5 0.0

60歳～64歳 20 75.0 65.0 25.0 5.0 5.0 0.0 0.0

65歳～69歳 10 60.0 60.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0

70歳～79歳 9 88.9 44.4 11.1 22.2 0.0 11.1 0.0

80歳以上 3 66.7 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0

年
代
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 インターネットの利用目的 

インターネットの利用目的として，国の調査では，「電子メールの送受信」が最も多く

なっていますが(８０．２％)，市のアンケート集計では，「天気予報の利用」が最も多く

なりました(７３．５%)。また，ＳＮＳの利用割合も国の調査よりも多く見られます。 

このことから，市内では農業が盛んであることから天候を気に掛けるとともに，近年

の水害の経験から，地域に根付いた気象情報を求めている可能性が高いと考えられます。 

 

「インターネットで利用するサービス」（市のアンケート回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

73.5

68.4

65.8

65.2

63.9

52.9

51.0

32.3

31.0

28.4

23.9

18.7

12.9

8.4

7.7

7.7

4.5

3.9

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

天気予報の利用

SNS（LINE（ライン）、Facebook（フェイスブッ

ク）、Twitter（ツイッター）など）の利用

電子メールの送受信

地図・交通情報の提供サービス

ニュースサイトの利用

インターネットショッピング

ホームページやブログの閲覧・運用・書き込み

辞書・辞典サイトの利用

動画投稿・共有サイトの利用

無料通話アプリやボイスチャットの利用

オンラインゲームの利用

ラジオ、テレビ番組・映画などのオンデマンド配

信サービスの利用

インターネットオークション

金融取引

クイズ・懸賞応募、アンケート回答

デジタルコンテンツの購入・取引

「いばらき電子申請」を含む、電子政府・

電子自治体の利用

eラーニングの利用

その他

n=155
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「国が調査したインターネットの利用目的」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市からの情報収集方法 

市からの情報の入手方法は，広報紙（お知らせ版含む）から入手すると回答した方が

約７割と最も多くなっています。次いで，ホームページから入手すると回答した方が約

４割いますが，お知らせ版を含めて月２回発行される広報紙と同じペースで月１～２回

程度以上市のホームページやＳＮＳを見て情報を得ている方は，インターネット利用者

の約３割です。 

 市ではペーパーレス化を推進していますが，市民への市の情報提供としては，引き続

き紙媒体での情報提供を継続するとともに，併せてホームページとの連携も考慮する必

要があります。 

「市のＨＰやＳＮＳの閲覧状況」          「市からの情報入手手段」 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）「総務省：平成 29 年版情報通信白書」 

毎日見

ている

4.5%

週2～3回程

度見ている

2.6% 週1回程度見

ている

2.6%

月1～2回程度

見ている

19.4%

年数回見たこ

とがある

41.3%

見たことが

ない

27.7%

無回答

1.9%

n=155
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60.2

53.4

32.9

19.3

18.9

17.3

11.6

11.6

8.0

6.8

4.4

4.0

0.4

5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

防災・防犯・安全に関する分野

福祉（健康・医療・介護など）に関する分野

生活・環境に関する分野

市内の交通や移動手段に関する分野

観光・イベントに関する分野

学校・教育に関する分野

妊娠・出産・子育てに関する分野

産業（農業・商業他）振興に関する分野

生涯学習に関する分野

電子申請（市の申請手続きなど）に関する分野

わからない

市が持つ各種データ活用に関する分野

その他

無回答

n=249

 インターネットを利用しない理由 

インターネットを利用しない理由として，「必要性が無い」又は「興味がない」から利

用しないと回答した方が約８割いました。 

一方で，「設定方法や操作方法がわからない」から利用しないと答えた方が約４割いま

す。このことから，情報化推進にあたっては，市域全体の基礎的なＩＣＴスキルの普及

のための啓発や情報の共有の工夫が必要と思われます。 

「インターネットを利用しない理由」 

54.2

41.0

27.7

13.3

13.3

2.4

8.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

必要性が無い

設定方法や操作方法がわからない

興味が無い

パソコンやスマートフォンなど機器の金額や、

月々の通信料が高い

セキュリティなどの安全面に不安がある

その他

無回答

n=83

 

 

 関心や利用意向が高い行政サービス 

今回のアンケートで市民の「関心や利用意向が高い行政サービス」は，防災・防犯・

安全に関する分野（６０．２％），福祉に関する分野(５３．４％)，生活・環境に関する

分野(３２．９％)の順となりました。 

「関心や利用意向が高かった行政サービス」 
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75.4

73.3

30.9

23.0

14.7

0.0

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

災害による通行止めや不審者情報の位置などが、地図データ

上に表示されるサービス

大雨などにより、冠水が想定される箇所の雨量情報や通行可

否情報をメールなどで受けられるサービス

市民がSNSやメールなどを通じて市へ災害情報や防犯情報を

通報するサービス

市民がスマートフォンアプリから災害現場などの写真を地図

データ上に張り付けて市へ災害状況などを通報するサービス

子供が持つスマートフォンや携帯電話のGPS機能から居場所を

探してくれるサービス

その他

無回答

n=191

以下に，「関心や利用意向が高かった行政サービス」の３分野について，市民が「必要と感

じる」と回答した「具体的なサービス」の回答割合を示します。 

 

◇ 防災・防犯・安全に関する分野 

 アンケートで提示したすべてのサービスで，半数以上のサービス化に対する要望がありま

した。 

このことから，市民の防災分野に対するサービス向上ニーズは高いことが伺われます。 

「防災・防犯・安全に関する分野」のサービスニーズ 

76.7

63.5

58.6

4.0

0.0

9.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

パソコンやスマートフォン、携帯電話を

使った市との情報共有の向上

屋内（自宅など）における情報収集・配信

サービスの整備

防災・防犯に関する情報を入手するため

の環境整備

わからない

その他

無回答

n=249

 

 

さらに，以下のグラフは最もサービス化のニーズが高かった「１．パソコンやスマート

フォン，携帯電話を使った市との情報共有の向上」の具体的なサービスに対する回答結果

です。 

 

「パソコンやスマートフォン，携帯電話を使った市との情報共有の向上」の具体的なサービスニーズ 
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34.9

19.3

11.2

10.0

9.6

8.8

0.0

38.2

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

介護者の状態に合った介護施設の入所検索や申込

みサービス

市で実施している健康診断をサイトなどから予約で

きるサービス

一人暮らしの両親が何をしているか、メールなどで

通知してくれるサービス

スマートフォンのアプリにより、体重や運動量、食事

などの管理やアドバイスなどをしてくれるサービス

わからない

簡単な健康相談や受診をパソコンや、スマートフォン

などのカメラで行ってくれるサービス

その他

無回答

n=249

回答では，上位２つの災害時等有事における情報提供に７割以上のニーズがあります。 

市ではホームページやメール，ＳＮＳを利用した各種情報端末への災害時を含めた防災

情報の提供は既に行っているため，市と市民との情報共有の方法（仕組み）や市から提供

する災害関連の情報の内容（コンテンツ）についての工夫が必要と思われます。 

 

◇ 福祉（健康・医療・介護等）に関する分野 

 分野別では，福祉に関する分野は，約５割の方が関心や利用意向が高いと回答していまし

たが，具体的なサービスニーズとしては，最もニーズの高い「介護者の状態に合った介護施

設の入所検索や申込サービス」でも３割強でした。 

 

「福祉に関する分野」のサービスニーズ 
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27.7

15.3

14.9

12.4

10.4

10.4

10.0

9.2

0.8

39.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

粗大ごみの収集依頼をスマートフォンのアプリから簡単にでき

るサービス

地域住民が対話できるような地域活性化の拠点づくり

スマートフォンへ、ごみ収集日の朝、収集するごみの種類を

メールやアプリで連絡してくれるサービス

通学路の危険箇所通知サービス

通行車両に対する道路情報の提供サービス

交通安全設備の情報提供サービス

粗大ごみ処分費のクレジットカードや電子マネーでの支払い

わからない

その他

無回答

n=249

◇ 生活・環境に関する分野 

 生活・環境に関する分野でも最もサービスニーズの高い「粗大ごみの収集依頼をスマート

フォンから申込できる」でも３割弱でした。福祉に関する分野と同様，分野としての関心は

高いのですが，サービスニーズの要望を，具体的な形に導くような努力が必要です。 

 

「生活・環境に関する分野」のサービスニーズ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 マイナンバーカード関連 

平成３０年７月時点でのマイナンバーカードの全国普及率は１１．５％，茨城県内で

は１１．３％，常総市では１０．９％です。今回のアンケート回答者は，情報化や行政

サービスについて関心が高い傾向があると考えられます。 

 

「マイナンバーカードを持っている割合」（全体） 

マイナンバー

カードを持って

いる

29.3%

マイナンバー

カードを持って

いない

65.1%

マイナンバー

カードを知らな

い

1.6%

無回答

4.0%

n=249

 



 

― 29 ― 

51.9

35.8

34.6

22.2

9.3

4.9

3.7

1.2

3.1

4.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

他の証明証などがあるため必要性がない

使い道がなさそうと感じている

手続きが面倒、時間がない

個人情報が漏れそうで持つのが怖い

これから作る予定

わからない

作りたいが、方法が分からない

マイナンバーカードを知らない

その他

無回答

n=162

53.4

41.1

35.6

21.9

20.5

12.3

0.0

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

市役所窓口へ提出する申請書に氏名や住所の記入

負担を軽減するサービス

健康保険証との兼用

住民票や課税証明書などを、コンビニエンスストアで

受け取れるサービス

図書館など公共施設の利用カードをマイナンバー

カードに一本化できるサービス

市内で買い物や公共施設の利用などをすると、ポイ

ントが付与される、又は利用ができるサービス

わからない

その他

無回答

n=73

 また，アンケートでは，「マイナンバーカードを持たない理由」についても尋ねました。 

「他の証明書があるため，必要ない」が半数を占めていますが，「市役所への提出書類の

記入軽減」や「健康保険証との兼用」サービスがあると良いと答えている回答者も多く

見られました。 

今後，他の行政サービス等と組み合わせてマイナンバーカードの利用機会を増やすこ

とが，マイナンバーカードの普及に繋がるのではないかと考えられます。 

 

「マイナンバーカードを持っていない理由」     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「あると良いマイナンバーカードのサービス」 
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 オープンデータ 

      オープンデータの活用ニーズとしては，「安心・安全に係る情報」や「市内の危険個所

や災害データ」等の防災分野でのニーズが高くなっています。 

      「公共施設，医療機関等の施設情報のデータ」も上記に次いで多く，現在公開を進め

ている市のオープンデータの参考にしたいと思います。 

 

「市民アンケート」 

37.8

34.9

34.1

22.5

19.3

15.3

12.0

11.6

11.2

9.6

8.8

0.4

13.7

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

安心・安全に係る情報（防犯データなど）

市内の危険個所や災害データ

公共施設、医療機関などの施設情報のデータ

ごみの分別状況や地域収集日などのデータ

観光・イベントに係るデータ

申請、届出、許認可に関するデータ

市で計測している環境情報のデータ

特にない

市内の地質データ

わからない

常総市の人口や世帯数の分布データ

その他

無回答

n=249
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54.6

53.0

49.0

22.5

17.7

13.7

11.2

4.4

3.2

0.8

10.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

エリアメール・緊急速報メール

テレビ

防災行政無線（屋外放送）

SNS（LINE（ライン）、Facebook（フェイスブック）、

twitter（ツイッター）など）

ラジオ

市のホームページ

市のメール配信サービス

防災行政無線（屋内放送）

わからない

その他

無回答

n=249

 その他（自由記述等から） 

      自由記述の記載は５２件ありましたが，そのうち１４件が防災行政無線関連に関する

記述で，そのうち１２件が「音声が聞き取りにくい，聞こえない」ことに関する記述で

した。 

「市民の防災・防犯分野の情報入手方法」でもメールやテレビと並んで防災行政無線

の利用が多く，防災行政無線が市からの災害時における情報入手手段としての位置付け

が高いことが伺え，携帯各社のメールサービスやテレビ放送（公共放送）と同レベルで

の情報入手を求めているように見えます。 

 

「市民が防災・防犯分野の情報を入手している（しようと思う）方法」 
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２ 企業アンケート 

   本計画の策定に当たり，市内事業所の情報化推進状況，市への要望や期待等について把握す

るため，企業アンケートを実施しました。 

 

（１）調査方法 

市内事業所（工業団地在籍企業，医療及び福祉施設を抽出して全所に配布） 

 

（２）調査期間 

平成３０年１０月１０日（水） ～ 平成３０年１０月２４日（水） 

 

（３）回答状況 

調査票配布数１５３通 有効回答数８３通 回答率５４．２％ 

 

（４）回答事業所の傾向 

半数以上が製造業，次いで医療・福祉関連の事業所の順となりました。また，回答事業所

の約８割（８１．９％）は，従業員数が１００人以下の事業者でした。 

 

 

「アンケート回答事業者の業種」            「アンケート回答事業者の従業員数」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56.6

4.8

0.0

0.0

0.0

0.0

1.2

0.0

27.7

0.0

4.8

2.4

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

製造業

建設業

不動産業

卸売・小売業

情報通信産業

飲食店・宿泊業

運輸業

金融・保険業

医療・福祉

教育・学習支援業

その他サービス業

その他

無回答

n=83

1～5人

6.0%

6～20人

22.9%

21～50人

26.5%

51～100人

26.5%

101～300人

10.8%

301～500人

3.6%

501 ～1000人

2.4%

1001人以

上

1.2%

n=83

「アンケート回答事業所の業種」 「アンケート回答事業所の従業員数」 
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インターネッ

トを 利用し

ている

96.4%

インターネット

を 利用してい

ない

1.2%

無回答

2.4%

n=83

64.8

26.8

35.2

43.7

49.3

32.4

15.5

23.9

50.7

12.7

22.5

19.7

8.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

財務会計

設計（CAD/CAM）

物品・資材調達

顧客管理

人事給与

文書管理

EDI（電子データ交換）

グループウエア

仕入れ・生産・販売情報

インターネット販売

物流管理

営業支援

その他

n=71

情報システム

を導入している

85.5%

情報システムを

導入していない

9.6%

無回答

4.8%

n=83

（５）アンケート結果 

① インターネット環境 

      アンケートに回答いただいた事業者のほとんどが，インターネットを利用しており，

インターネットへの接続回線の多くは，光ファイバーケーブルによるブロードバンド

（高速で大容量のデータ伝送が可能な回線）で接続を行っています。 

 

 「インターネット接続状況」             「インターネットへの接続回線」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 情報システム 

      アンケートに回答いただいた多くの事業者（８５．５％）では，情報システムを導入

しています。導入システムは，「財務会計」システムが最も多いですが，アンケート回答

事業者に製造業が多いことから，「仕入れ・生産・販売情報」関連のシステムを入れてい

る事業者が多く見られます。 

 

      「情報システム導入状況」             「導入している情報システムの種類」 
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③ オープンデータ 

オープンデータの活用については，市民アンケートでも調査しましたが，「防災・防

犯に係る情報」，「公共・医療施設情報に係る情報」については，オープンデータニーズ

が共通して高くなっています。 

企業アンケートの特徴としては，市民アンケートでは１５．３％だった「申請，届出，

許認可に関するデータ」のニーズが，３８．６％で三番目に活用ニーズが高くなってい

ます。   

これらの状況を踏まえ，現在公開を進めている市のオープンデータの参考にしたいと

思います。 

「市民アンケート」 

37.8

34.9

34.1

22.5

19.3

15.3

12.0

11.6

11.2

9.6

8.8

0.4

13.7

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

安心・安全に係る情報（防犯データなど）

市内の危険個所や災害データ

公共施設、医療機関などの施設情報のデータ

ごみの分別状況や地域収集日などのデータ

観光・イベントに係るデータ

申請、届出、許認可に関するデータ

市で計測している環境情報のデータ

特にない

市内の地質データ

わからない

常総市の人口や世帯数の分布データ

その他

無回答

n=249

 

 

「企業アンケート」 

47.0

39.8

38.6

37.3

28.9

18.1

18.1

16.9

15.7

13.3

9.6

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

市内の危険個所や災害データ

公共施設、医療機関などの施設情報のデータ

申請、届出、許認可に関するデータ

安心・安全に係る情報（防犯データなど）

市で計測している環境情報のデータ

常総市の人口や世帯数の分布データ

観光・イベントに係るデータ

市内の地質データ

ごみの分別状況や地域収集日などのデータ

特にない

わからない

無回答

n=83

 



 

― 35 ― 

④ 情報化支援 

       アンケートに回答された事業者では，金銭的な支援（融資や補助）よりも，情報化

を担う人材育成の支援の必要性が高くなっています。 

       地域の情報化にあたっては，次世代を担うＩＣＴ人材の育成が望まれています。 

 

「企業が必要とする支援」 

36.1

34.9

31.3

15.7

10.8

8.4

3.6

25.3

7.2

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

情報化を担う人材育成の支援

情報化を進めるための相談・支援

情報化に伴う投資への資金融資・補助

地域企業ポータルサイトの作成

IT専門家の紹介等

情報関連産業の育成・誘致

その他

必要ない

無回答

n=83

 

 

３ 事業所等ヒアリングの概要 

農業・商業分野における情報化の状況や今後の展開等について，農業及び商業の関係機関

へのヒアリングを実施しました。 

    情報通信技術の進展と有効性は十分認識しつつも，情報化推進の難しさを感じている様子

です。次世代を担うＩＣＴ人材の育成やＩＣＴ活用策に関する情報提供等，各産業分野の意

識啓発・改革の必要性が伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


